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  第 ５ 回   熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

令和７年２月26日(水曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前11時34分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

議案第１号 令和６年度熊本県一般会計補

正予算(第８号） 

議案第２号 令和６年度熊本県中小企業振

興資金特別会計補正予算(第１号） 

議案第12号 令和６年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計補正予算

(第１号） 

議案第16号 令和６年度熊本県電気事業会

計補正予算(第４号） 

議案第17号 令和６年度熊本県工業用水道

事業会計補正予算(第２号） 

議案第18号 令和６年度熊本県有料駐車場

事業会計補正予算(第２号） 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人) 

        委 員 長 西 山 宗 孝 

        副委員長 城 戸   淳 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 髙 木 健 次 

        委  員 河 津 修 司 

        委  員 立 山 大二朗 

欠 席 委 員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部 

         部 長 小 原 雅 之 

       政策審議監 清 田 克 弘 

        環境局長 鈴   和 幸 

      県民生活局長 中 川 博 文 

      環境政策課長 木 原   徹 

     水俣病保健課長 山 本 智 勇 

     水俣病審査課長 佐 藤   豊 

       首席審議員 

   兼環境立県推進課長 原 田 義 隆 

         政策監 若 杉   誠 

      環境保全課長 廣 畑 昌 章 

首席審議員 

     兼自然保護課長 蓑 田 公 彦 

    循環社会推進課長 村 岡 俊 彦 

 くらしの安全推進課長 岸 森 法 夫 

     消費生活課長 三 角 登志美 

男女参画・協働推進課長 板 橋 麻 里 

   人権同和政策課長 早 田 吉 秀 

商工労働部 

        部 長 上 田 哲 也 

      政策審議監  

  兼商工雇用創生局長 佐 﨑 一 晴 

     産業振興局長 野 中 眞 治 

     商工政策課長 大 村 克 行 

   商工振興金融課長 田 浦 貴 久 

   労働雇用創生課長 時 田 一 弘 

     産業支援課長 荒 木 貴 志 

  エネルギー政策課長 吉 澤 和 宏 

     企業立地課長 山 田 純 子 

 販路拡大ビジネス課長 宮 﨑 公 一 

観光文化部 

        部 長 倉 光 麻里子 

      政策審議監 脇   俊 也 

   観光文化政策課長 佐 方 美 紀 

     観光振興課長 浦 本 雄 介 

 スポーツ交流企画課長 永 田 清 道 

企業局 

        局 長 深 川 元 樹 

     総務経営課長 馬 場 幸 一 

       工務課長 福 本 政 洋 

労働委員会事務局 

        局 長 木 村 和 子 

     審査調整課長 守 屋 芳 裕 
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   ――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 松 永   築 

   政務調査課課長補佐 近 藤 隆 志 

     ――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○西山宗孝委員長 ただいまから第５回経済

環境常任委員会を開会いたします。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申出がありま

したので、これを認めることといたしまし

た。 

 それでは、本委員会に付託されました議案

等を議題とし、これについて審査を行いま

す。 

 説明は、効率よく進めるために、着座のま

ま簡潔に行ってください。 

 それでは、環境生活部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

いたします。 

 初めに、小原環境生活部長。 

 

○小原環境生活部長 おはようございます。 

 環境生活部関係議案の概要につきまして御

説明申し上げます。 

 今回提出しております議案は、予算関係１

件でございます。 

 委員会説明資料の１ページをお願いいたし

ます。 

 令和６年度２月補正予算総括表になりま

す。 

 左から３列目、補正額(B)の下から３つ

目、一般会計合計欄のとおり、３億7,000万

円余の減額補正をお願いしております。 

 増額補正の主なものとしましては、国の経

済対策に対応した水俣病関連情報発信支援事

業や国立公園満喫プロジェクト推進事業等に

よるものでございます。また、事業費確定に

伴う国庫支出金返納金もございます。 

 減額補正では、水俣病総合対策費等扶助費

が当初の見込みを下回ったことによる減額や

水道施設整備事業の補助対象事業費が所要見

込額を下回ったこと等による減額でございま

す。 

 これによりまして、特別会計を含めた環境

生活部の令和６年度の予算総額は、最下段、

総合計の左から４列目にありますとおり、

172億4,600万円余となります。 

 そのほか、繰越明許費や債務負担行為につ

いてもお諮りしております。 

 詳細につきましては、関係課長が説明いた

しますので、御審議のほどよろしくお願いい

たします。 

 

○西山宗孝委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いいたします。 

 

○木原環境政策課長 環境政策課です。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 公害対策費について、624万円余の減額補

正をお願いしております。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 １、職員給与費は、環境政策課の職員給与

として、28万円余の減額を計上しておりま

す。 

 職員給与は、前年度に在籍していた職員の

給与を基に当初予算を編成しておりましたの

で、今年度の職員給与に合わせて補正するも

のです。 

 なお、職員給与の補正につきましては、各

課も同様でございますので、各所属からの説

明は省略させていただきます。 

 次に、その下、２、公害対策促進費の地下

水保全対策特別事業では、昨年12月に運用を

開始した地下水位のリアルタイム配信システ

ム構築に係る経費の所要見込額の減、349万

円の減額を計上しております。 

 ３、環境立県推進費の水銀フリー推進事業

については、水銀を使用しない水銀フリー社

会の実現に向けた取組に係る経費の所要見込

額の減、247万円余の減額を計上しておりま
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す。 

 環境政策課は以上です。 

 

○山本水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 ３ページをお願いいたします。 

 ２段目、公害保健費については、５億200

万円余の増額補正をお願いしております。 

 右側説明欄１、公害被害者救済対策費の

(2)水俣病関連情報発信支援事業は、水俣病

資料館の収蔵庫増設工事を実施する水俣市に

対して補助するものですが、国の経済対策と

して、国庫補助金の予算化に伴い、本県でも

関連事業費を予算化するものです。 

 ３、水俣病総合対策事業費の(1)水俣病総

合対策等事業の減額は、療養費等の見込額が

対象者数の減などにより予算額を下回ること

によるものです。 

 ４ページをお願いいたします。 

 (2)胎児性・小児性水俣病患者等の地域生

活支援事業は、社会福祉法人の事業計画変更

等に伴う執行見込額の減によるものです。 

 なお、事業全体としては減額となっており

ますが、物価高騰の影響を受ける水俣病関係

事業者への支援に要する経費42万円余の増額

が、経済対策分として一部含まれておりま

す。 

 (3)水俣病総合対策費等扶助費の減額は、

療養費等の見込額が対象者数の減などにより

予算額を下回ることによるものです。 

 ４、国庫支出金返納金の増額は、概算で受

け入れていた令和５年度の国庫補助金の確定

等に伴い、余剰金を国に返納するもので、医

療事業における対象者数の減が主な要因でご

ざいます。 

 ５ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の設定で１億1,000万円余をお

願いしております。 

 このうち、胎児性・小児性水俣病患者等の

地域生活支援事業は物価高騰対策として、水

俣病関連情報発信支援事業は水俣病資料館収

蔵庫増設として、先ほど御説明のとおり、国

の経済対策に伴うものであり、いずれも年度

内に完了しない見込みがあるため、設定をす

るものでございます。 

 水俣病関連情報発信事業については、百間

排水口樋門扉の新調に当たり、地元関係者と

の調整に不測の日数を要し、年度内に事業が

完了しない可能性があるため、設定をお願い

するものです。 

 ６ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 水俣病総合対策事業等委託業務として、11

月定例会で設定いただいた分に7,400万円余

を加えた9,500万円余をお願いしておりま

す。 

 これは、相談窓口等の業務を委託するもの

ですが、年度当初からの実施に向け、今年度

中に契約を締結する必要があることから、水

俣病審査課分の事業を含め設定するものでご

ざいます。 

 水俣病保健課は以上です。 

 

○佐藤水俣病審査課長 水俣病審査課です。 

 ７ページをお願いします。 

 ２段目、公害保健費ですが、2,500万円余

の減額補正をお願いします。 

 説明欄の公害被害者救済対策費ですが、

(1)の公害健康被害認定審査会は、年度内の

開催状況等を踏まえ、(2)の水俣病認定検診

費は、年度内の検診等の実施見込みを踏ま

え、また、(3)の争訟対策費は、裁判や行政

不服審査に係る年度内の審理日程等を踏まえ

てのそれぞれ所要見込額の減でございます。 

 水俣病審査課は以上です。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 主なものを説明します。 

 ８ページをお願いします。 
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 ２段目の計画調査費につきまして、説明欄

の(1)の水資源調査調整事業の減は、水需給

調査に関する事務費が見込みを下回ったこと

によるものです。 

 (2)熊本地域地下水保全協働推進事業の増

は、公益財団法人くまもと地下水財団への負

担金の所要見込額が当初を上回ったことによ

るものです。 

 次に、３段目の公害対策費でございます。 

 説明欄の２、環境政策推進費の(1)環境セ

ンター運営事業の減は、公用車購入に係る入

札残などによるものです。 

 ９ページをお願いします。 

 １段目の説明欄３の地下水保全対策費につ

きましては、浸透性調整池の整備に係る調査

委託費が見込みより少なかったことなどによ

る減でございます。 

 ４の環境立県推進費の２つ飛びまして、

(3)２０５０くまもとゼロカーボン推進事業

は、初期投資ゼロモデルによる県有施設への

再エネ設備導入に伴い、予定しておりました

既存設備の改修が不要となったため、減額す

るものでございます。 

 (4)市町村派遣職員人件費負担金は、南関

町からの派遣職員の人件費に対する負担金で

ございます。 

 10ページをお願いします。 

 工業用水道事業会計等繰出金でございま

す。 

 説明欄の工業用水道事業会計等繰出金は、

国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金の活用に伴い、繰出金を増額するものでご

ざいます。 

 11ページをお願いします。 

 債務負担行為の追加です。 

 １段目の地球温暖化防止活動推進事業は、

地球温暖化防止活動推進センターに県が委託

する普及啓発活動を年度当初から速やかに開

始するため、債務負担行為の設定をお願いす

るものです。 

 ２段目の地球温暖化対策基礎調査業務は、

来年度策定を予定しております次期地球温暖

化対策計画に関する基礎調査等を年度当初か

ら速やかに開始するため、債務負担行為の設

定をお願いするものでございます。 

 環境立県推進課は以上です。 

 

○廣畑環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 12ページをお願いいたします。 

 １段目の公害対策費でございますが、総額

157万円余の減額補正をお願いしておりま

す。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 ２の環境政策推進費におきまして、1,017

万円余の減額を計上しておりますが、(1)環

境影響評価審査費は、環境アセスメントの審

査件数が当初見込みより少なかったこと、ま

た、(2)流水型ダム環境影響評価審査費は、

昨年11月に川辺川の流水型ダムに係る環境ア

セスメント手続が完了したことに伴う減でご

ざいます。 

 次に、上から２段目、公害規制費でござい

ますが、6,729万円余の減額補正をお願いし

ております。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 １の公害防止指導費におきまして、362万

円の減額を計上しておりますが、このうち、

(3)水質汚濁規制費は、保健所の公用車更新

に係る入札残に伴う減でございます。 

 なお、財源更正は、国支出金から地方債へ

の更正200万円でございます。 

 13ページをお願いいたします。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 ２の公害監視調査費におきまして、6,367

万円余の減額を計上しておりますが、このう

ち、(2)環境放射能水準調査は、原子力規制

庁の予算削減による検出機器更新の見送りに

伴う減、また、(6)大気環境測定機器更新事

業は、光化学オキシダント測定機器等の購入
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に係る入札残に伴う減でございます。 

 14ページをお願いいたします。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 (11)規制外の化学物質・有機フッ素化合物

等モニタリング事業は、専門家で構成する環

境モニタリング委員会の検証を踏まえ、必要

に応じて実施することとしていた工場排ガス

調査経費を計上しておりましたが、ＪＡＳＭ

の本格稼働が昨年12月となり、モニタリング

委員会の開催を年度末をめどに調整すること

になったことに伴う減でございます。 

 次に、２段目の環境整備費でございます

が、５億1,083万円余の減額補正をお願いし

ております。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 １の上水道費におきまして、５億1,245万

円余の減額を計上しておりますが、このう

ち、(1)水道施設整備事業は、県の間接補助

を予定していた事業が国の直接補助に変更さ

れたことによる補助対象事業費の減に伴う減

でございます。 

 15ページをお願いいたします。 

 ２の国庫支出金返納金におきまして、161

万円余の減額を計上しておりますが、これ

は、市町村が実施する水道施設整備の国庫補

助事業に係る令和５年度事業費分の消費税に

係る仕入れ控除税額の国への返納に伴う増で

ございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の変更でございます。 

 大気汚染監視業務に係る分析業務委託の限

度額につきまして、ＰＭ2.5成分分析業務委

託の追加に伴う302万円余への増額をお願い

するものでございます。 

 環境保全課は以上でございます。 

 

○蓑田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 17ページをお願いします。 

 鳥獣保護費でございますが、420万円余の

減額を計上しております。 

 右側説明の欄、２の(1)特定鳥獣適正管理

事業200万円の減額につきましては、銃猟者

技術研修に係る経費の縮減による所要見込額

の減によるものでございます。 

 次に、２段目の自然保護費でございます

が、610万円の減額を計上しております。 

 右側説明欄１の特定外来生物スパルティナ

属防除対策事業の250万円の減額につきまし

ては、国庫内示減に伴うものでございます。 

 18ページをお願いいたします。 

 観光費でございますが、１億4,250万円余

の減額を計上しております。 

 右側説明欄２、(1)自然公園等施設リニュ

ーアル事業につきましては、矢部周辺県立自

然公園内の再整備に係る期間の延長に伴い、

県管理の公衆トイレの撤去の時期を見直した

ことによる300万円余の減額と、阿蘇山上地

区におきまして、国の経済対策に伴うトイレ

トレーラーの設置に要する経費3,000万円の

増額を合算した額となります。 

 (2)国立公園等における国際化・老朽化対

策等整備交付金事業につきましては、国庫内

示減に伴い、九州自然歩道の改修工事２か所

において、実施の見送りや事業内容の見直し

を行うものでございます。 

 また、(3)国立公園満喫プロジェクト推進

事業の減額につきましても、国庫内示減に伴

うものでございます。 

 その内訳は、阿蘇くじゅう国立公園５か

所、雲仙天草国立公園５か所について、実施

の見送りや事業間の調整を行うものでござい

ます。 

 この減額に伴い、実施を見送った箇所につ

きましては、一部内容を見直した上で、令和

７年度予算において、国に対し、再度要望を

行うこととしております。 

 さらに、(4)国立公園満喫プロジェクト推

進事業、令和６年国経済対策分につきまして

は、国の経済対策を活用し、菊池渓谷園地に
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おける落石対策を行うものでございます。 

 19ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございますが、観光費を計上

しております。 

 これは、先ほど説明しました令和６年経済

対策分でございますが、仕様等の検討や関係

機関との調整、工事に係る調査、測量等に日

数を要することから、繰越しを計上するもの

でございます。 

 自然保護課、以上でございます。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 説明資料の20ページをお願いします。 

 資料１段目の公害対策費につきまして、

1,360万円余の減額補正をお願いしておりま

す。 

 減額の内訳につきましては、右側の説明欄

に記載のとおり、１の職員給与費のほか、２

の環境立県推進費のうち、バイオマス利活用

推進事業に関し、補助金所要額の減によるも

のです。 

 次に、２段目の環境整備費につきまして

は、566万円余の減額補正をお願いしており

ます。 

 内訳につきましては、右側の説明欄を御覧

ください。 

 まず、１の一般廃棄物等対策費につきまし

て、213万円の減額補正をお願いしておりま

す。 

これは、災害廃棄物処理支援事業の訓練委

託費の所要見込額の減でございます。 

 次に、２の産業廃棄物対策費につきまし

て、(1)産業廃棄物適正処理対策費、(2)ＰＣ

Ｂ廃棄物処理対策事業、(3)リサイクル製品

等利用促進事業は、委託料等の所要額の減に

よるもので、合わせて1,442万円余の減額補

正をお願いしております。 

 次に、３の産業廃棄物等特別対策事業費に

つきましては、99万円の減額補正をお願いし

ております。 

これは、廃棄物実態調査委託費の所要額の

減でございます。 

 21ページを御覧ください。 

 続いて、４の産業廃棄物税基金積立金につ

きましては、基金使途事業の執行残額等を積

み立てるため、553万円の増額補正をお願い

しております。 

 最後に、５の国庫支出金返納金でございま

すが、635万円余の増額補正をお願いしてお

ります。 

 これは、海岸漂着物等地域対策推進事業国

庫返納金として、令和５年度に実施いたしま

した海岸漂着物等対策推進事業において、交

付額が確定し、漂着物の量が見込みより少な

かったこと等による執行残を返納するもので

ございます。 

 22ページを御覧ください。 

 債務負担行為の追加２件でございます。 

 １段目の産業廃棄物適正処理対策業務は、

廃棄物処理に係る法律相談業務として、弁護

士との顧問契約に要する経費でございます。 

 ２段目のエコアくまもと環境教育推進事業

は、エコアくまもとにおける環境教育の実施

委託に要する経費でございます。 

 いずれも年度当初からの契約が必要となる

ため、66万円と1,427万円余を限度額として

債務負担行為の設定をお願いするものでござ

います。 

 循環社会推進課は以上です。 

 

○岸森くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課です。 

 23ページをお願いします。 

 上から２段目の諸費ですが、500万円余の

減額補正をお願いしております。 

 これは、犯罪被害者見舞金の給付実績や講

演会開催に係る使用料が当初の見込みを下回

ったことなどによるものです。 

 最下段の青少年育成費ですが、55万円の減
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額補正をお願いしております。 

 青少年育成費のうち、グローバルジュニア

ドリーム事業、これは、小中学生等を台湾へ

派遣し、交流活動を通して、グローバル社会

に視野を向けた子供の育成を図るものです

が、旅行手配に係る業務委託の入札残等によ

る減額です。 

 24ページをお願いします。 

 農業総務費ですが、23万円余の減額補正を

お願いしております。 

 これは、地域食品振興対策費のうち、食の

安全安心確保対策事業の県民会議開催に係る

使用料などの所要額が当初の見込みを下回っ

たことなどによるものです。 

 25ページをお願いします。 

 債務負担行為の追加２件です。 

 まず、性暴力被害者サポートセンター運営

業務は、性暴力被害に遭われた方々からの相

談等に対応するもので、公益社団法人熊本被

害者支援センターに委託しております。年度

替わりでも切れ目なく相談支援を実施するこ

とができるように、2,510万円余の債務負担

行為をお願いしております。 

 ２段目の犯罪被害者見舞金相談窓口関係業

務は、同じく熊本被害者支援センターに委託

しており、81万円余の債務負担行為の設定を

お願いするものです。 

 くらしの安全推進課は以上です。 

 

○三角消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 26ページをお願いします。 

 消費者行政推進費でございますが、1,100

万円余の減額をお願いしております。 

 右側の説明欄をお願いします。 

 ２、消費者行政推進費、(1)地方消費者行

政推進事業は、市町村への支援に要する経費

でございます。 

 (2)の消費者自立のための生活再生総合支

援事業は、生活再生の支援が必要な方に対す

る支援を行うものでございます。 

いずれも所要見込額の減によるものでござ

います。 

 ３、消費生活センター費は、県消費生活セ

ンターの相談啓発事業に要する経費で、相談

員の人件費など、所要見込額の減によるもの

でございます。 

 27ページをお願いします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 上段の消費者問題解決力強化事業は、県消

費生活センターの相談に対して、法律専門家

からの助言を受けるとともに、消費者教育の

出前講座を実施するものでございます。 

 下段の消費者生活再生総合支援事業は、生

活再生の支援が必要な方に対する支援を行う

ものでございます。 

 いずれの事業も、年度替わりでも切れ目な

く対応できるように、債務負担行為をお願い

しております。 

 消費生活課は以上です。 

 

○板橋男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 28ページをお願いいたします。 

 ２段目の諸費ですが、説明欄の社会参加活

動推進費は、県民との協働推進事業におい

て、ふるさと納税の仕組みを使ったＮＰＯ法

人等への支援で、ふるさと熊本応援寄附金の

制度を設けておりますが、交付額の決定に伴

い、15万円余の減額をお願いしております。 

 ３段目の社会福祉総務費ですが、説明欄２

の社会福祉諸費は、くまもと県民交流館パレ

アの管理運営事業のうち、施設の維持管理費

用として、ＬＥＤ照明器具の更新等を行いま

したが、所要見込額の減として164万円余の

減額をお願いしております。 

 次の３、男女共同参画推進事業費です。 

 (1)の男女共同参画社会形成促進事業は、

今年度実施いたしました男女共同参画に関す

る県民意識調査に係る入札残と(2)のくまも
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との女性活躍促進事業における国の交付金の

内示額の減に伴いまして、合わせて480万円

余の減額をお願いしております。 

 説明は以上です。 

 

○早田人権同和政策課長 人権同和政策課で

す。 

 29ページをお願いします。 

 まず、上段の諸費です。1,161万円余の減

額補正をお願いしています。 

 右の説明欄をお願いします。 

 人権啓発推進費につきまして、(1)人権啓

発活動市町村委託事業は、市町村が行う人権

啓発活動を支援する経費です。 

 (2)広報・啓発事業は、当課が行います広

報啓発事業に要する経費です。 

ともに国庫内示減に伴う減です。 

 次に、下段の社会福祉総務費です。750万

円余の減額補正をお願いしています。 

 右の説明欄をお願いします。 

 ２、地方改善事業費は、市町村が設置運営

する隣保館の事業を支援する経費で、国庫内

示減に伴う減です。 

 30ページをお願いします。 

 318万5,000円の債務負担行為をお願いして

おります。 

 人権啓発業務、具体的には、プロバスケッ

トチームの熊本ヴォルターズと連携、協力し

た人権啓発のための業務委託であり、年度当

初から実施するため、債務負担行為をお願い

するものです。 

 人権同和政策課は以上です。 

 

○西山宗孝委員長 次に、商工労働部長から

総括説明を行い、続いて、担当課長から順次

説明をお願いします。 

 上田商工労働部長。 

 

○上田商工労働部長 おはようございます。

商工労働部でございます。 

 議案等の説明に先立ちまして、県内の景気

等の情勢について、商工労働部の取組の概略

を申し上げます。 

 初めに、２月６日に公表されました日銀の

金融経済概観では、個人消費が緩やかに回復

していることやインバウンド客の増加などか

ら県内の景気は回復しているとした昨年４月

の公表時以来、判断が据え置かれています。 

 一方で、製造業、非製造業ともに景況感が

弱まることが予測されるなど、引き続き今後

の景気の動向を注視する必要があると考えて

いるところでございます。 

 次に、当部における最近の動きについてで

す。 

 昨年末、ＪＡＳＭ第１工場での量産が開始

され、良好なスタートを切ったと伺っており

ます。 

 今後、第２工場の建設も予定されており、

熊本において、先端半導体の安定生産が見込

まれています。 

 引き続き、国内の半導体供給の強靱化に貢

献できるよう努めてまいります。 

 このように、半導体関連産業の集積が進む

中、令和５年度に国の脱炭素先行地域に選定

された阿蘇くまもと空港周辺地域での脱炭素

化を進めるため、先月、県も出資をし、くま

もと地域みらいエネルギー株式会社を設立い

たしました。令和７年度から再エネ電力の供

給を開始する予定でございます。 

 熊本では、再エネ100％を目指した企業活

動が可能という将来の脱炭素社会を見据えた

環境づくりに取り組み、県全体、さらには、

九州、全国の脱炭素のモデルとなることを目

指してまいります。 

 また、台湾との交流においては、先日、玉

山フィナンシャルホールディングと包括連携

協定を締結いたしました。傘下の玉山銀行

は、台湾の中小企業向け融資でトップシェア

を誇っており、昨年10月には熊本に出張所を

開設され、台湾企業の熊本進出の支援などを
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行われています。 

 今回の協定に基づき、経済だけでなく、地

域振興や観光など幅広い分野で本県と台湾と

の交流がより一層深められるよう、連携して

取り組んでまいります。 

 それでは、今回提案しております商工労働

部の議案の概要について御説明申し上げま

す。 

 説明資料31ページをお願いいたします。 

 令和６年度２月補正では、補正額(B)の欄

の下段にございますとおり、総額11億9,000

万円余の減額補正をお願いしております。 

 内訳は、一般会計で2,500万円余の増額補

正、特別会計で12億1,600万円余の減額補正

でございます。 

 一般会計の補正の主な内容としましては、

各事業の所要見込額の減額がある一方で、国

の経済対策に係る予算も提案しております。 

 物価高騰対策として、ＬＰガス及び特別高

圧電力利用事業者への支援をはじめ、トラッ

ク運送事業者の人材確保や燃料費負担の軽減

に向けたエコタイヤ導入に対する支援のほ

か、創業や事業承継、ＤＸに取り組む事業者

への支援がございます。 

 このほか、繰越明許費が20件、債務負担行

為の追加、変更が16件ございます。 

 以上が今回提出しております議案等の概要

でございます。 

 詳細につきましては、関係課長から説明い

たしますので、御審議のほどよろしくお願い

申し上げます。 

 

○西山宗孝委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いします。 

 

○大村商工政策課長 商工政策課です。 

 説明資料の32ページをお願いします。 

 １段目の計画調査費の説明欄１、ふるさと

くまもと創造人材奨学金返還等サポート事業

は、県内企業に就職する若者への奨学金返還

などを支援する経費ですが、支援人数の確定

に伴う所要見込みの減により減額するもので

ございます。 

 ２、奨学金返還支援基金積立金は、１、奨

学金返還等サポート事業の支援人数確定に伴

い、奨学金返還支援の原資となる参加企業か

らの寄附金等の所要見込みが減になったこと

により減額するものでございます。 

 ２段目の職業訓練総務費の半導体研修受講

支援事業は、民間における半導体研修受講等

の経費を支援する市町村に対し補助する事業

ですが、今年度、事業を実施する水俣市の所

要見込額に合わせて減額するものでございま

す。 

 ３段目の商業総務費の説明欄２の「くまも

と産業復興エキスポ」開催経費は、先週、グ

ランメッセ熊本にて開催しました県主催のイ

ベントに関する経費ですが、出展する企業等

からの出展料収入が、当初の見込額より増え

たことに伴い、主に委託料を減額するもので

ございます。 

 33ページの中小企業振興費の説明欄１の

(1)トラック物流燃費向上支援事業は、貨物

運送事業者の燃費向上のためのエコタイヤ導

入の補助に要するものでございます。 

 (2)トラック物流人材確保支援事業は、ト

ラックドライバーの人材確保の取組に対する

支援を行うものでございます。 

 ２の(1)商工会商工会議所・商工会連合会

補助は、商工会及び商工会議所などに対する

人件費について、所要見込額の増及び国の重

点交付金活用に伴い、財源更正を行うもので

ございます。 

 (2)台湾経済交流促進事業は、商工団体に

よる台湾との経済交流の取組を支援するもの

でございます。 

 34ページをお願いいたします。 

 １段目の大阪事務所費、２段目の福岡事務

所費の管理運営費は、市町村からの派遣職員

人件費に対する負担金として増額補正をお願
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いしております。 

 35ページの繰越明許費については、いずれ

も昨年末の国の経済対策を受け、今回の２月

補正予算で計上している事業であることか

ら、年度内の執行が困難であるため、繰越し

の設定をお願いするものです。 

 36ページをお願いします。 

 債務負担行為について、いずれも来年度当

初からの契約が必要なため、債務負担の設定

をお願いするものです。 

 商工政策課は以上です。 

 

○田浦商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 37ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計についてですが、商業総務

費の説明欄１の(1)商店街等売上回復支援事

業は、商店街等が実施するプレミアム付商品

券発行などの売上げ回復に資する取組に対し

て補助を行うものでございます。 

 また、(2)のこどもキラキラ商店街支援事

業は、こどもまんなか熊本の実現と地域の顔

である商店街の維持発展を図るため、商店街

を活用した子供主体の体験活動や空き店舗等

を活用した子育て支援の取組等に対しまして

補助を行うものでございます。 

 ２の国庫支出金返納金は、中小企業等グル

ープ施設等復旧整備補助金で取得した財産の

処分等に伴う事業者からの返還金のうち、国

庫に係る分を国へ返還するものでございま

す。 

 続きまして、中小企業振興費の説明欄２の

中小企業金融総合支援事業は、ゼロゼロ融資

の繰上償還が進んだことにより、利子補給等

の実績が予算額を下回ったために減額を行う

ものでございます。 

 38ページをお願いいたします。 

 ３の(3)中小企業者事業再生等支援事業

は、県内中小企業者が経営改善に向けた計画

を策定するため、国の補助事業を活用する際

の自己負担分に対して補助を行うものでござ

います。 

 (4)事業承継・後継ぎ支援事業は、円滑な

事業承継のため、事業の引継ぎ準備、後継者

の育成、引継ぎ後の経営革新等の取組に対し

て補助を行うものでございます。 

 (5)サステナブル地域経済創出支援事業

は、持続可能な地域経済の確立のため、商工

団体や市町村等が連携して行う事業承継や創

業等の取組に対して補助を行うものでござい

ます。 

 39ページをお願いいたします。 

 ４の(2)中小・小規模事業者生産性・売上

げ向上後押し事業は、昨年度予算化いたしま

した中小企業者生産性向上緊急支援事業の後

継事業でありまして、経営基盤の強化、売上

げ向上による持続的な賃上げ等を実現するた

め、国や県の補助事業を活用して生産性向上

に取り組む中小・小規模事業者に対して補助

を行うものでございます。 

 下段の商工施設災害復旧費の(2)なりわい

再建支援事業は、公共事業の影響等により、

これまで事業に着手できていない事業者や事

業が完了していない事業者に対応するため、

国の補正予算を踏まえまして、今回予算を計

上するものでございます。 

 40ページをお願いいたします。 

 40ページから41ページは、中小企業振興資

金特別会計でございます。 

 40ページ、上段の元金、中段の利子、下段

の延滞違約金につきましては、中小企業基盤

整備機構への償還金で、本年度の償還実績に

応じて補正を行うものでございます。 

 続きまして、42ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費でございます。 

 上段が商工費で、下段が災害復旧費となっ

ておりますが、いずれの事業も、今回の２月

補正予算に計上し、繰越しをお願いするもの

でございます。 
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 続きまして、43ページが債務負担行為でご

ざいます。 

 なりわい再建支援利子助成は、なりわい再

建支援補助金の自己負担分について、金融機

関から借入れを行った場合、利子を助成する

ものでございます。 

 44ページをお願いいたします。 

 中小企業振興資金特別会計の債務負担行為

でございます。 

 貸付償還台帳管理システムの保守業務につ

きまして、４月から業務を実施する必要があ

るため、債務を設定するものでございます。 

 商工振興金融課は以上でございます。 

 

○時田労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 資料45ページをお願いいたします。 

 下段の職業訓練総務費の説明欄２、職業能

力開発業務運営指導費の熊本県職業能力開発

施設拠点化推進事業は、県立高等技術専門校

の建物の再整備に要する経費で、工事の入札

残等による所要見込額の減及び令和６年度に

着工予定でございました自動車車体整備科実

習棟の着工が令和７年度になったことに伴

い、減額を行うものでございます。 

 46ページをお願いいたします。 

 職業能力開発校費の説明欄の３、職業能力

開発事業費の(4)離職者訓練事業は、厚生労

働省からの委託を受けまして、民間事業者に

再委託し、離職者の方の職業訓練を行う事業

で、受講者数が計画数を下回ったことに伴

い、訓練事業費の減額を行うものでございま

す。 

 47ページをお願いいたします。 

 技術短期大学校費の説明欄の(1)技術短期

大学校管理運営費は、技術短期大学校の施設

整備に係ります国庫内示減等により減額を行

うものでございます。 

 48ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 障害者就業・生活支援センター運営業務の

ほか、合計４つの事業を計上しております

が、いずれも４月の年度当初から各種の相談

事業の事業を行うための委託契約を今年度内

に行う必要があることから、債務負担行為の

設定をお願いするものでございます。 

 49ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の変更でございます。 

 しごと相談・支援センター関係業務でござ

いますが、水道町にありますハローワークと

一体となったワンストップサービス、求職者

等に対します就労支援のためのキャリアカウ

ンセリングや生活相談に対する相談窓口を設

置しておりますが、この事業につきまして

も、４月の年度当初から、生活相談について

債務負担行為の変更を行うものでございま

す。 

 労働雇用創生課は以上でございます。 

 

○荒木産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 説明資料の50ページをお願いします。 

 まず、表２段目の工鉱業総務費でございま

す。 

 ２の国庫支出金返納金ですが、地域未来投

資促進事業補助金の令和２年度の交付決定分

につきまして、補助事業者の破産に伴い、国

庫返納が必要になったことから、補助事業者

が補助金により取得した財産の売却見込額を

基に算定しました返納金の国庫相当額10万

9,000円を計上しているところでございます

。 

 表３段目の工鉱業振興費でございます。 

 (1)地場企業立地促進費補助は、地場企業

の県内における工場等の新増設に対して助成

を行うものですが、補助金交付予定企業の中

に、今年度中には補助対象要件を満たさず、

補助金が交付できない企業が出たことによ

り、２億9,930万円余を減額するものでござ

います。 
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 次に、51ページをお願いいたします。 

 (8)半導体産学官連携推進事業は、内閣府

の交付金を活用し、新産業創出に向けた研究

開発などへの補助を行うものです。 

 大学との共同研究プロジェクト補助金の活

用を予定していた企業が事業費の全部または

一部を自己資金に切り替えたこと、大学や企

業等における研究機器のメンテナンス費用が

想定よりも低かったことなどにより、補助金

の執行が抑えられた結果、１億6,000万円を

減額するものでございます。 

 その下の(9)製造業ＤＸ推進臨時補助事業

は、物価高騰により影響を受けた県内製造事

業者が行う生産性向上等を目的としたデジタ

ル機器等の導入への助成に要する経費でござ

います。国の重点支援交付金が繰越し可能で

あることを踏まえまして、前倒しで１億698

万円を計上しているものでございます。 

 次に、52ページをお願いいたします。 

 表２段目の産業技術センター費です。 

 ３、試験研究費の新規外部資金活用事業

(特別支援事業)につきましては、国立研究開

発法人科学技術振興機構からの委託金等を財

源に試験研究を行うものですが、受託事業の

採択件数が当初見込みよりも減少したことか

ら、１億3,548万円余を減額するものでござ

います。 

 続きまして、54ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費です。 

 製造業ＤＸ推進臨時補助事業につきまして

は、51ページで御説明しましたとおり、国の

重点支援交付金が繰越し可能でありますた

め、繰越明許費の設定をお願いするものでご

ざいます。 

 次に、地域未来投資促進事業ですが、食品

加工場の新築等を行う事業者への補助を予定

しておりますが、建設予定箇所の地盤の強度

不足が判明し、地盤改良の追加工事が必要と

なり、年度内の補助事業完了が困難な状況と

なったため、繰越明許費の設定をお願いする

ものでございます。 

 55ページの債務負担行為の追加でございま

すけれども、いずれも年度当初から業務委託

を行う必要があるため、債務負担行為をお願

いするものでございます。 

 産業支援課は以上でございます。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 エネルギー政策

課です。 

 資料の56ページをお願いいたします。 

 １段目説明欄、石油貯蔵施設立地対策等交

付金事業です。 

 これは、八代市の施設の石油貯蔵量が国が

定める基準を下回り、交付金の対象外となる

ため、減額するものです。 

 次に、３段目の(1)熊本県総合エネルギー

計画推進事業の財源更正は、企業版ふるさと

納税の充当でございます。 

 (2)ＲＥ100電力供給・利用促進事業の約４

億円の減額については、脱炭素先行地域にお

ける発電事業者等に対する交付金の減額補正

を行うものです。 

 補助対象事業者において、事業精査等に時

間を要し、事業の着手が令和７年度以降にな

るため、減額補正するもので、事業進捗に合

わせまして、改めて７年度以降の予算で計上

させていただく予定です。 

 (3)エネルギー価格高騰対策緊急支援事業

です。 

 これは、ＬＰガス利用事業者と特別高圧電

力利用事業者に助成を行う事業で、13億

5,800万円余を計上しています。 

 総合経済対策等により、国が都市ガスや低

圧、高圧の電気の支援を実施されましたが、

ＬＰガスや特別高圧の電気を利用する事業者

は、国の支援の対象とされておりません。昨

年度に引き続きまして、国の重点支援地方交

付金を活用し、国の支援の対象外となってい

るこれらの事業者を支援するものです。 
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 助成対象期間及び額については、ガス、電

気いずれも国の支援に準じて行います。 

 57ページの採石指導取締・採石業等育成増

進事業は、委託費等の執行残でございます。 

 58ページをお願いいたします。 

 繰越明許費についてです。２項目ございま

す。 

 ＲＥ100電力供給・利用促進事業は、脱炭

素先行地域における発電設備等に対する交付

金について、事業の完了が令和７年度中にな

ると見込まれるもの、約１億5,000万円を繰

り越すものでございます。 

 エネルギー価格高騰対策緊急支援事業は、

ＬＰガス及び特別高圧の電気の使用実績を確

認する必要がございますが、これが令和７年

４月以降に行う必要がありますので、約13億

6,000万円の事業費全額を繰り越すものでご

ざいます。 

 エネルギー政策課は以上です。 

 

○山田企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 59ページをお願いいたします。 

 工鉱業総務費の右側の説明欄を御覧くださ

い。 

 ２の(1)企業立地促進費補助は、誘致企業

による事業所等の新設、増設に対する補助で

すが、企業の操業開始が令和７年度以降に延

期になったことや補助要件の未達に伴い、８

億8,142万円余を減額するものです。 

 次に、２の(3)国際コンテナ利用拡大助成

事業は、熊本港、八代港におけるコンテナ取

扱量の見込みを踏まえ、所要見込額が減とな

ったことから、1,213万円余を減額するもの

でございます。 

 60ページをお願いいたします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

です。 

 １段目の説明欄、用地分譲関係費を御覧く

ださい。 

 城南工業団地管理事業につきまして、のり

面対策工事等の施工内容の見直しにより、所

要見込額が減となったことから、4,989万円

を減額するものです。 

 ３段目の工業団地整備事業費を御覧くださ

い。 

 新規県営工業団地・合志市事業区の用地取

得費を計上しておりましたが、適地選定に時

間を要し、年度内に用地選定が困難となった

ことから、11億7,597万円余を減額するもの

でございます。 

 61ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

につきまして、新規県営工業団地菊池市事業

区の造成工事について、工事着手までに不測

の日数を要したこと及び八代市事業区につき

まして、事業地区内の調査設計等に時間を要

することにより、13億1,368万円余の繰越し

設定をお願いするものでございます。 

 企業立地課は以上でございます。 

 

○宮﨑販路拡大ビジネス課長 販路拡大ビジ

ネス課です。 

 62ページをお願いいたします。 

 農業総務費の説明欄１、農産物流通総合対

策費の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事

業は、食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等への

対応に必要な施設整備に対して助成を行う全

額国庫補助の事業です。採択や事業費が見込

みを下回ったことにより減額するものです。 

 ２のブランド確立・販路対策費の(1)県産

農林水産物等輸出推進総合支援事業について

は、海外市場のニーズ等に応じた生産・加工

体制の構築など、輸出産地づくりを支援する

全額国庫補助の事業が令和６年度から国直轄

事業に変更されたことにより減額するもので

す。 

 (2)ＧＦＰフラッグシップ輸出産地形成プ

ロジェクト事業は、海外の規制等に対応した
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輸出産地形成に取り組む団体に対して助成を

行う全額国庫補助の事業です。国からの内示

が見込みを下回ったことにより減額するもの

です。 

 63ページをお願いいたします。 

 商業総務費の説明欄２、物産振興費の(2)

から(4)については、いずれも物価高騰など

の影響を受ける事業者を支援するための国の

経済対策予算を活用するものです。 

 (2)食のみやこくまもと県産品ブラッシュ

アップ支援事業は、物産振興協会が行う県内

事業者の経営力向上に向けた商品の高付加価

値化や首都圏等への消費拡大の取組への助成

に要する経費です。 

 (3)くまもと県産品消費拡大事業は、県内

事業者のための販路拡大や消費喚起などの取

組への助成に要する経費です。 

 (4)くまもと県産酒消費喚起強化事業は、

酒造事業者が行う商品の販路拡大や高付加価

値化などへの取組への助成に要する経費で

す。 

 64ページをお願いします。 

 繰越明許費でございます。 

 補正予算で説明いたしました４事業につき

まして、今年度から来年度にかけて実施する

ことから繰越し設定をお願いするものです。 

 また、商工費の産業展示場施設改修事業

は、産業展示場グランメッセ熊本の駐車場補

修工事に要する経費で、工事施工に不測の日

数を要するおそれがあるため、繰越しの設定

をお願いするものです。 

 65ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 熊本県物産館の店舗等の賃借料、大阪での

販路拡大やＰＲを行う専門スタッフに係る経

費について、いずれも４月の年度当初から業

務遂行が必要な事項について債務負担行為の

設定をお願いするものです。 

 販路拡大ビジネス課は以上です。 

 

○西山宗孝委員長 次に、観光文化部長から

総括説明を行い、続いて、担当課長から順次

説明をお願いします。 

 倉光観光文化部長。 

 

○倉光観光文化部長 観光文化部でございま

す。 

 観光文化部関係の議案の説明に先立ちまし

て、県内観光の現状について御説明申し上げ

ます。 

 本県の観光客数は、直近の観光庁統計によ

ると、インバウンドが好調であり、昨年の１

月から11月末までの外国人延べ宿泊者数は

129万4,000人と、過去最多を更新しています

。特に、台湾からの来訪者が増加しており、

月平均で３万人以上の方が本県を訪れている

状況です。 

 国際線の新規就航や運航再開も相次いでお

り、２月の台湾・高雄線の再就航を含める

と、過去最多となる５路線、週43便となり、

今後もさらにインバウンド客は増加するもの

と見込んでいます。 

 こうした動きを追い風にしながら、物価高

騰等の影響を受ける観光関連事業者の支援に

もしっかりと取り組んでまいります。 

 引き続き、国内外からの誘客を積極的に行

うとともに、観光の高度化、高付加価値化を

進め、観光産業が潤い、持続可能な観光地域

となるよう施策を進めてまいります。 

 それでは、観光文化部関係の議案の概要に

ついて御説明申し上げます。 

 資料66ページをお開きください。 

 令和６年度２月補正予算では、総額で541

万円余の減額補正をお願いしております。 

 所要見込額の減に伴う事業費減のほか、主

なものとしては、国の経済対策を活用し、観

光事業者等に対する専門家による伴走支援を

行うとともに、地域の面的ＤＸ化や課題解決

に必要な受入れ環境整備への支援に要する経

費を計上しています。また、インバウンド向
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けに、歴史・文化資源等を活用した高付加価

値の旅行商品の造成に要する経費を計上して

います。 

 あわせて、明許繰越しの設定を５件、債務

負担行為の追加を３件お願いしています。 

 詳細については、この後、担当課長から御

説明いたしますので、御審議のほどよろしく

お願い申し上げます。 

 

○西山宗孝委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いします。 

 

○佐方観光文化政策課長 観光文化政策課で

す。 

 67ページをお願いします。 

 中段の県立劇場費は、熊本県立劇場のピア

ノ購入費について、ガバメントクラウドファ

ンディングを活用して募集した寄附金を財源

に充てることによる財源更正です。 

 下段の伝統工芸振興費は、所要見込額の減

に伴う減額補正です。 

 68ページをお願いします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 県立劇場施設整備費は、熊本県立劇場の大

道具搬入口シャッターの更新に要する経費で

す。設計変更など不測の日数を要するため、

繰越明許費の設定をお願いするものです。 

 また、博物学関係資料収集等事業は、博物

館ネットワークセンター内のエレベーター修

理に要する経費です。資材不足により、部品

の年度内調達が困難となったため、繰越明許

費の設定をお願いするものです。 

 観光文化政策課は以上です。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 69ページをお願いします。 

 ２の観光客誘致対策費、(2)のインバウン

ド誘致推進事業は、国庫10分の10の官公庁補

助事業の特別な体験等によるインバウンドの

消費の拡大・質向上推進事業が不採択となっ

たことに伴い、減額するものでございます。 

 70ページをお願いします。 

 (9)の地域連携型観光地域づくり緊急支援

事業は、稼げる観光地域づくりを推進するた

め、高付加価値化や生産性向上、観光客の受

入れ環境整備などに一体となって取り組む地

域に対しまして、専門家により伴走支援やＤ

Ｘ推進、省力化などを支援するものでござい

ます。 

 次の(10)地方誘客促進によるインバウンド

拡大事業は、本県の歴史・文化資源等を活用

しました旅行商品を造成し、販路開拓や情報

発信による販売体制の構築を行い、県内のさ

らなる誘客強化に取り組むものです。 

 (11)のイベント等需要喚起緊急支援事業

は、交流人口拡大や地域経済への波及効果が

期待されるスポーツ、コンサート等のイベン

ト開催などを支援する経費です。 

 71ページをお願いします。 

 ４の国庫支出金返納金でございます。 

 これは、豪雨被災地域観光復興応援事業の

交付額再確定に伴う新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金等に係る国庫支出

金返納金でございます。 

 続きまして、72ページをお願いします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 先ほど御説明いたしました地域連携型観光

地域づくり緊急支援事業など、経済対策分の

３つの事業につきまして、来年度にかけまし

て事業を実施するため、繰越明許費の設定を

お願いするものです。 

 続きまして、73ページをお願いします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 クルーズ船観光客受入体制強化推進事業に

つきまして、令和７年度当初からクルーズ船

の入港に伴う受入れ業務が発生することか

ら、受入れ業務委託に係る経費について債務

負担行為の設定をお願いするものでございま

す。 
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 観光振興課は以上です。 

 

○永田スポーツ交流企画課長 スポーツ交流

企画課でございます。 

 74ページをお願いいたします。 

 中ほどの観光費の２、観光客誘致対策費の

(3)熊本県民総合運動公園アクセス改善対策

事業の減額は、プレーオフ等の対象となる試

合が見込みより少なかったことから、所要見

込額から減少したものでございます。 

 75ページをお願いします。 

 債務負担行為の追加を２件お願いしており

ます。 

どちらも年度当初から執行が必要となる可

能性があるため、債務負担行為の設定をお願

いするものでございます。 

 スポーツ交流企画課は以上でございます。 

 

○西山宗孝委員長 次に、企業局長から総括

説明を行い、続いて、担当課長から説明をお

願いします。 

 深川企業局長。 

 

○深川企業局長 企業局でございます。 

 それでは、企業局関係の議案の概要につき

まして御説明申し上げます。 

 今回提案しております議案は、予算関係と

しまして、電気、工業用水道及び有料駐車場

の３事業会計につきまして、補正予算をお願

いするものでございます。 

 76ページをお願いいたします。 

 ３事業会計の補正予算をまとめた総括表で

ございます。 

 最下段の合計欄を御覧ください。 

 ３事業会計の収益的収支と資本的収支の合

計ですが、補正額として、収入総額で６億

9,400万円余の増額、支出総額で６億8,500万

円余の増額をお願いしております。 

 主な内容でございますが、３事業会計共通

のものとして、職員給与費の所要見込額を踏

まえた補正のほか、主なものとしては、国の

経済対策補正予算を活用した新規工業用水道

事業に要する費用６億9,300万円や電気事業

会計での緑川発電所関係工事費の減などがご

ざいます。 

 このほか、令和７年度当初から執行が必要

な業務の債務負担行為の設定をお願いしてお

ります。 

 詳細につきましては、この後総務経営課長

が説明しますので、よろしく御審議のほどお

願いいたします。 

 

○西山宗孝委員長 続いて、担当課長から説

明をお願いします。 

 

○馬場総務経営課長 総務経営課でございま

す。 

 説明資料の77ページをお願いいたします。 

 電気事業会計の収益的収支でございます。 

 上段の収益的収入の営業外収益につきまし

ては、児童手当等に係る一般会計からの繰入

金が減となっております。 

 下段の収益的支出における営業費用の 

5,100万円余の減額は、発電所の長寿命化に

係る委託費の減などによるものでございま

す。 

 78ページをお願いいたします。 

 電気事業会計の資本的収支でございます。 

 下段の資本的支出における建設改良費の１

億8,800万円余の減額につきましては、発電

所設備等に係る工事費の減によるものでござ

います。 

 また、他会計への繰出金のうち、県政貢献

として毎年５億円を計上している一般会計繰

出金について、２億3,500万円余の増額をお

願いしております。 

これは、公営企業会計上必要な処理として

計上するものであり、５億円を超えて当該額

を一般会計に繰り出すものではございませ

ん。 
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 経緯を御説明いたします。 

 当該繰出金の原資は、ＦＩＴ適用による事

業利益を積み立てた地域振興積立金でござい

ますが、リニューアル工事による発電停止が

令和４年度まで長引いた影響により、令和５

年度の積立金残高が５億円に満たず、２億

3,500万円余の不足が生じました。 

 対応について、公認会計士と協議を行った

結果、当該不足額には、当局の余裕資金を充

当することで、令和５年度分の繰出額５億円

を確保し、当該余裕資金については、事業利

益の確保が見込まれる令和６年度において、

地域振興積立金に振り替えることといたしま

した。 

 この地域振興積立金の振替につきまして

は、当局予算上、他会計への繰出金として補

正計上することが必要であることから、今年

度決算による事業利益の確定を踏まえて、今

定例会にて補正をお願いするものでございま

す。 

 79ページをお願いいたします。 

 工業用水道事業会計の収益的収支でござい

ます。 

 上段の収益的収入における営業外収益の

150万円余の増額は、施設の電気料金高騰に

係る国交付金の増などによるものでございま

す。 

 80ページをお願いいたします。 

 工業用水道事業の資本的収支でございま

す。 

 下段の資本的支出から御説明いたします。 

 建設改良費の６億9,300万円の増額は、国

の経済対策に伴い計上するものでございまし

て、有明工業用水道事業の未利用水活用によ

る新規工業用水道事業に要する費用です。 

 内訳としましては、浄水場建設に係る設計

費、管路敷設工事費等でございます。 

 その財源としまして、上段の資本的収入に

おきまして、企業債を４億4,100万円、国庫

補助金を２億5,200万円計上しております。 

 81ページをお願いいたします。 

 有料駐車場事業会計の収益的収支でござい

ます。 

 上段の収益的収入における児童手当の確定

に伴う一般会計繰入金の減などの補正を行っ

ております。 

 82ページをお願いいたします。 

 電気事業会計の債務負担行為の設定でござ

います。 

 来年度４月１日から実施する発電所設備等

の点検業務などについては、今年度中に契約

する必要があることから、それぞれ記載のと

おり設定をお願いするものでございます。 

 83ページをお願いいたします。 

 工業用水道事業会計の債務負担行為の設定

でございます。 

 工業用水道設備の保守点検業務等につきま

して、電気事業会計同様に債務負担行為の設

定をお願いするものでございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○西山宗孝委員長 次に、労働委員会事務局

長から説明をお願いします。 

 

○木村労働委員会事務局長 労働委員会事務

局でございます。 

 今回提案しております補正予算について御

説明いたします。 

 説明資料85ページをお願いいたします。 

 上段の委員会費でございますが、294万円

余の減額をお願いしています。 

 右側説明欄を御覧ください。 

 これは、労使紛争の審査、調整、あっせん

等の実績に合わせ、委員報酬の所要見込額を

減額するものでございます。 

 次に、下段の事務局費でございますが、

856万円余の増額をお願いしております。 

 右側説明欄を御覧ください。 

 これは、職員給与費につきまして、現在の

職員の配置に応じた所要額を確保するため、
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職員給与費を増額補正するものです。 

 以上、労働委員会といたしましては、最下

段の562万円余の増額補正をお願いするもの

です。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○西山宗孝委員長 以上で執行部の説明が終

わりました。 

 それでは、一括して質疑を受けたいと思い

ます。 

 質疑は、該当する資料のページ番号、担当

課と事業名を述べてからお願いします。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のまま説明をしてください。 

 なお、本日は、先議の委員会でもあります

ので、付託議案を中心に、できるだけ簡潔に

質疑応答をいただきますようお願いします。 

 それでは、質疑ございませんか。 

 

○鎌田聡委員 12ページの環境保全課の環境

影響評価審査費が、所要見込みから減という

ことで、環境アセスが件数が少なかったとい

うことでございますけれども、ＪＡＳＭの第

１工場が稼働して、第２工場が何か着工見込

みがちょっと遅れるような報道はあっており

ますけれども、年内ということでですね。 

 これは、アセスの第１工場、それぞれ切り

分けたら、面積からすると対象にならないと

いうのは分かりますけれども、第１工場が今

稼働し始めて、稼働前から第２工場の建設と

いうのは分かっとって、そこが稼動前である

のなら、事業開始、やっぱり両方合わせて、

これは開発というふうにみなすべきじゃない

かなというふうに私は考えますけれども、そ

こはやっぱり切り分けてやられるんですか。

25ヘクタールから50ヘクタールにされました

けれども、そういうことになるんでしょう

か。 

 

○廣畑環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 ただいまの委員の御質問についてですが、

環境アセスメントの対象となる開発事業につ

きましては、特定の目的のために行われる一

連の土地の形状の変更並びに工作物の新設及

び増改築のうち、規則で定める規模以上のも

のということになっております。 

 このアセスの対象事業で提起する一連につ

きましては、環境影響評価法の逐条解説で

は、事業の目的が同一であり、かつ、構想及

び決定の時期が同一か否かなどによって総合

的に判断されるというふうに示されておりま

す。 

 条例におきましてもこれを踏まえまして、

ＪＡＳＭの第１工場及び第２工場に係る開発

事業を確認しましたところ、事業の目的は確

かに同一ではございますけれども、構想及び

決定の時期については、第１工場と第２工場

とで構想及び決定の時期は異なり、一連性は

ないというふうに判断しておりまして、切り

分けて判断するというふうに考えておりま

す。 

 第１工場につきましては、25ヘクタール未

満ということで、その後規則改正しまして、

涵養量、開発に伴う涵養の減と取水量です

ね、それを合わせた量以上の涵養ができれ

ば、50ヘクタールを対象とするということに

しておりますので、第２工場につきまして

は、50ヘクタール未満ということで、最終的

にはアセスの対象でないというふうに判断し

ております。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 同一目的でありながらも、開

発時期とか、そういった開発決定時期が異な

れば、別事業とみなすと。分からないじゃな

いですけれども、ただ、もう完全隣接地であ

って、合わせれば23と、32ですかね、第２

が。50超えるわけですよね。対象になるんで

すけれども、時期が若干ずれたらそういうふ
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うになってしまうのであれば、第３工場の話

はまだ全然分からないんですけれども、どん

どんどんどん広がっていってもアセスはずっ

と対象外という考え方になってしまうんです

よ。もうそうなるんですかね、やっぱり。 

 

○廣畑環境保全課長 環境アセスメント制度

の制度上、そのように判断しております。た

だ、事業者としましては、開発面積に伴う涵

養減、そして取水量に対する涵養を行うとい

うことで、地下水に対する配慮は十分なされ

ているというふうに捉えております。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 もちろん、その事業ごとのや

っぱりそういった企業とのやり取りというの

はしっかりやっていただきますし、そういっ

たお答えも出されているということでありま

すけれども、ただ、やはりそこそこでやりな

がらも、環境に与える影響というのは、やっ

ぱり負荷というのは、非常に面積が広がれば

大きくなると、これは当然の話でありますか

ら、規則的にそうなっているのであればもう

仕方ありませんけれども、今後ちょっとそう

いったところもやっぱり見ていかないと、ど

んどんどんどん広がっていって、多くの面積

が広がっていったら、それだけの負荷がある

わけですから、それがもうアセスの対象にな

らないということも、ちょっとやっぱり解せ

ない。アセス逃れという言い方はしませんけ

れども、そういうふうに見られる節もありま

すので、これは、今後の課題として、私はや

っぱり考えていきたいと思いますので、今の

状況は分かりました。 

 

○西山宗孝委員長 よろしいですか。 

 ほかにありませんか。 

 

○城下広作委員 ちょっと33ページを確認さ

せてください。 

 新規事業でトラック物流人材確保支援事業

とあるんですけれども、昨今ドライバーが大

変本当に厳しいんですけれども、この1,000

万で大体どういうことをやってドライバー確

保につなげようとするのか、その効果という

か、その辺の見込みをちょっと確認したいと

思います。 

 

○大村商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 もともとこの事業につきましては、民間の

シンクタンクが行っている調査で、2030年に

は、本県のドライバーが39％ぐらい不足する

という調査結果も出ておりまして、やはり県

のトラック協会が実施する人材確保に向けた

取組を支援することは重要と考えたことか

ら、まずは制度設計をさせてもらったと。 

 中身につきましては、県のトラック協会が

実施します合同企業説明会、これは県内の各

圏域で行ってございますが、そういうのの開

催経費の支援、併せて周知ですね。例えば、

若者に対する周知、インスタグラムであると

かユーチューブ、こういうのの周知費用の支

援、また、新聞とかテレビＣＭとか、こうい

うのも打つ予定であると聞いておりますの

で、こういうのにも使えるような補助事業を

行いたいというふうに考えてございます。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 人材確保というのは、あら

ゆる分野でも大変で、ましてや、この物流問

題、2024の問題から非常に大変で、このこと

が、結果的にいろいろ、市場の単価とか物価

高とか、また、逆に物の供給に非常に影響し

ているということで、大変深刻な問題という

のがずっと話題になってるんですね。 

 だから、この支援をするにしても、しっか

り内容を考えていただいて、効果の出るよう

な形で支援をしていかないと、あまり効果が

ないような形になるとちょっと期待外れにな
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りますので、これはずっと内容をお互い連携

しながら、効果あるものを知恵を出しながら

やっていくということにぜひ頑張っていただ

きたいというふうに思います。何かあれば。 

 

○大村商工政策課長 ただいま委員から御指

摘がありましたように、県のトラック協会と

は意見交換を密にしながら、より効果的な事

業を実施していきたいというふうに考えてご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 

○城下広作委員 委員長、続けていいです

か。 

 

○西山宗孝委員長 はい。 

 

○城下広作委員 63ページの分で新規事業

で、くまもと県産酒の消費喚起強化事業があ

るんですけれども、この理由に、原材料価格

の高騰等の影響を受ける酒造事業者の商品の

販路拡大や高付加価値化等と書いてあるんで

すが、これは、原料、今米が高くなって、こ

の米によって、例えば清酒を作るとお金が非

常に物価高になると。これは、この内容から

すると、米の買い付けに対するとかいうもの

には補助をするということじゃないんです

ね、これは。これは、販路拡大とかなんとか

書いてあるけれども、原材料に対する分とい

うことになるんですかね。これは使うんです

かね。 

 

○宮﨑販路拡大ビジネス課長 ただいまお尋

ねありました原料米価格の高騰等ということ

で、原料米価格も含めて、燃料代であります

とか輸送費とか、様々な部分での物価高騰の

影響を受けている酒造事業者に対しまして、

当方販路拡大ビジネス課でございますので、

事業者の販路拡大、あるいはプロモーショ

ン、そういう販売促進に係るプロモーション

でありますとか、そういったものに対する支

援を考えておりまして、そういう原料費に対

する支援ということではございません。 

 

○城下広作委員 要するに、そこをちょっと

確認したかったんですよ。 

 要は、米というのは、我々が買う日頃の分

にも支援はない。もう高くなっても支援はな

い。だけど、清酒の場合は、原料が米なんで

すね。だから、一番影響を受けるんだけど、

これはまだ具体的に米の支援なんていうのは

考えてませんもんね、まだ政府も。 

 今からどうするかということは、いわゆる

市場に米を出して、とにかく安価になるよう

にするけど、一方で、業者として困っている

のは、酒造メーカーも困っているわけです

よ。ただ、この材料に対しての補塡というの

はまだ考えていないから、販路の部分で協力

していこうという考えになるわけですね。 

 

○宮﨑販路拡大ビジネス課長 今回、酒造組

合や蔵元に対しまして、今おっしゃったとお

り、販路拡大、あと、商品の高付加価値化で

ありますとか、そういった部分での費用につ

いての支援を考えておりますので、原料とい

うことではございません。 

 

○城下広作委員 原料が上がって、高付加価

値化といっても、原料の物、単価が上がるこ

とが一番つらいことであって、その後の高付

加価値というのは、経営状況からいくと、材

料が上がっていることに対して非常に苦しい

という状況が分かると、今後そういう支援も

考えないかぬかなと思うけれども、こういう

業者だけやって一般の人にはやらないとかと

なると、これはまた大変な問題になるから、

なかなか難しいんですけどね。 

 恐らく、今我々が買う米の部分の問題もそ

うなんですけれども、こういう酒造メーカー

も、非常に原料の高騰によって厳しい環境に

あるだろうなということを想定はしているん
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ですけれども、何かしらこういう形で応援す

るということで、やっぱりしっかりと県産酒

という形が落ち込まないように頑張らないか

ぬということでしょうね。 

 分かりました。了解でございます。 

 

○西山宗孝委員長 ほかにありませんか。 

 

○河津修司委員 17ページの鳥獣保護費の２

番ですが、鳥獣保護対策事業費が所要減とい

うことなんですが、これは私たちの実感から

すると、非常に有害鳥獣は増えているとい

う、イノシシにしろ、鹿にしろ、増えている

と思っているんですが、これが減となるの

は、やっぱり狩猟者が減ってきたということ

なんですか。お願いします。 

 

○蓑田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 ただいま御質問がありました鳥獣保護対策

事業費についてでございますが、これにつき

ましては、まず(1)番の特定鳥獣適正管理事

業というものでございますけれども、これは

事業の量が減ったというよりも、実際、協議

会に補助をしておりまして、事務の経費が減

になりまして減少しているというようなこと

でございまして、決して事業が減ったわけで

はございませんし、確かに、鳥獣対策としま

して、鳥獣の被害が減ったので減額というこ

とよりも、これにつきましては事務の経費が

減ったということで減少しております。 

 (3)番の指定管理鳥獣の補助事業につきま

しては、これはどうしても国庫の内示が減と

なりましたものですから、実際、その指定管

理鳥獣というのは、県が直接、鹿、イノシシ

についての捕獲をやっておりますが、これに

つきましても事業量の減で、これにつきまし

ては、捕獲頭数が減したということでの調整

をしておりますが、決して鳥獣被害が減った

ので減したと、減らしたということではない

ということでございます。 

 以上でございます。 

 

○河津修司委員 今の説明を聞きますと、捕

獲鳥獣が減ったということなんですが、その

原因ですよね。私たちの肌感覚からすると、

増えているような気がするんですけれども、

減っているというのはどういうことかなと思

いますけれども……。 

 

○蓑田自然保護課長 この事業の中での捕獲

頭数が減っておるということでございまし

て、トータルで、例えば、その有害鳥獣駆除

という形での駆除頭数等は増えている状況が

ございます。 

 以上でございます。 

 

○河津修司委員 そういう狩猟をするという

か、わなをかける人たちが減っているのかな

という感じはしてますけれども、そういった

ことにならないように、しっかりこの辺も補

助してやっていただきたいと。何しろ農家と

いうのが、もう本当に中山間は特に鳥獣被害

がひどくて、もう作れないというような声を

よく聞きますので、その辺はしっかりと対策

を打ってほしいなと思っております。 

 続けていいですか。 

 

○西山宗孝委員長 はい。 

 

○河津修司委員 37ページの商店街等売上回

復支援事業というようなことで、これは商店

街としてありますけれども、町の商工会が主

催というか、そういったことでやるプレミア

ム商品券は、これは対象にならないというこ

となんですか。どうですか。 

 

○田浦商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 こちらの商店街の売上支援事業と申します
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のは、商店街ですとか商店街組織、それと中

小企業組合といったところが実施する商品券

になってございます。大体、商工会等も、委

員御存じのように、商店街等と連携してされ

ているところも多うございますので、そうい

った商店街と連携して実施していただくとい

う形でやっていただければというふうに考え

てございます。 

 

○河津修司委員 小さい町村の商工会なんか

は、商店街を持たないところもあるんですよ

ね。そういったところは対象になるのかなら

ないのかというのを聞きたいんですが。 

 

○田浦商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 今現在、この事業では、そういったところ

に対しましては、ある程度、やっぱりそのプ

レミアム商品券を発行するというのは、それ

なりの集客ですとか売上げ増というのが、あ

る程度の規模が見込まれるというところが一

つ重要なところかなと考えてございますの

で、あまりちょっと規模が小さいところとい

うのが、現在、この事業では対象にしていな

いというところでございます。 

 

○河津修司委員 そこは何とか、そういう小

さい商工会といいますか、町村の商工会あた

りの事業も拾ってほしいなと思いますが、い

かがですか。 

 

○田浦商工振興金融課長 ただいまお話しい

ただいてございますのが、商店街の売上回復

支援事業ということで、商店街をターゲット

にした事業でございますけれども、その他、

様々な形で、商工会関係、商工会が行う事業

に対しても様々な形で支援をしている状況で

ございます。各商工会で様々な事業をされて

おりますけれども、それに対する人件費はも

ちろん、その事業に対する支援、そういった

ことも実際行っているところでございます。 

 

○河津修司委員 しっかりとした支援をお願

いしておきます。 

 

○西山宗孝委員長 御要望ということで。 

 ほかにありませんか。 

 

○髙木健次委員 同じく37ページですね。 

 商工振興金融課の今の河津委員に関連する

と思うんですけれども、新規事業のこどもキ

ラキラ商店街支援事業。 

 これは、今商店街が空き店舗が非常に多い

だろうということで、その利活用も含めた支

援事業だと思うんですけれども、この辺の事

業というのは、商店街のほうからやっぱり出

てくる事業であって、そういう希望というの

は非常に多いんですかね。 

 

○田浦商工振興金融課長 私ども、商店街に

対しまして、毎年実態調査というものを行っ

てございます。そういった中で、やはりその

空き店舗の活用というところとか、そういっ

たところの御希望というのは出てきていると

ころでございます。そういったことを踏まえ

まして、また、今回の｢こどもまんなか熊本｣

ということも踏まえまして、今回こういった

事業を提案させていただいたというところで

ございます。 

 

○髙木健次委員 国の施策のこどもまんなか

事業というのは、非常に大きなこれからの事

業だと思うんですけれども、やっぱり商店街

が疲弊をしているというような状況も非常に

含まれていると思うんですよね。そのことか

らすると、やっぱり主催者というのが、商店

街の商店主とか、その辺の関連した事業にな

ると思うんですけれども、これについては、

非常にやりがいのある仕事かも分からない

と。ただ、やってみなければ、またどれだけ



第５回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（令和７年２月26日) 

 - 23 - 

の普及があるか分からないと思うんですけれ

ども、この辺についての見通しはどういうふ

うに考えていますか。 

 

○田浦商工振興金融課長 今お話しいただき

ましたそのニーズ等も含めまして、ある程度

のニーズというものはあると思ってございま

す。 

 それと、今回、この事業では、今髙木委員

のほうからお話ありました商店街の空き店舗

の活用のほかに、商店街に子供たちを呼ぶよ

うなイベントですとか、あと、子供たちを守

る防犯対策、そういったことも含めて、トー

タルで商店街と子供をつなげていこうという

ことでございます。 

 先ほど、河津委員からもお話ありました、

髙木委員からもお話ありました、商店街の振

興というのは、非常に大切なものと考えてご

ざいまして、今回、また商店街の売上回復支

援事業に含めまして、こういった形で、こど

もキラキラという形で商店街に関する事業は

新規で立ち上げたところでございます。 

 また、現在、広報課のほうと連携をいたし

まして、無料で、商店街を応援するといいま

すか、そういったＳＮＳを活用した事業を、

我々、商店街のも無料でやってございます。

そういった形で、様々な形で商店街を盛り上

げて、地域の商店を盛り上げていければと思

ってございます。 

 

○髙木健次委員 これは、継続して事業をや

って推進していくというような考えもありま

すよね。 

 

○田浦商工振興金融課長 商店街の支援につ

きましては、何らかの形でずっと継続してい

きたいなという思いはございます。 

 

○髙木健次委員 はい、分かりました。 

 以上です。 

 

○西山宗孝委員長 いいですか。 

 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 すみません、ちょっと教えて

いただきたいと思います。33ページですね。 

 商工政策課のトラック物流燃費向上支援

で、エコタイヤの導入ということであります

けれども、すみません、私もよくちょっと概

要が分からずに、これはどのくらい燃費に対

して効果があるのかということと、価格的に

どうなのかということと、それを全額補助さ

れるのか。あとは、どのくらいの台数を見込

んでいらっしゃるのか、どのくらいこれを今

運送業の方が使われているのか、その状況を

ちょっと教えていただきたいと思います。 

 

○大村商工政策課長 ただいまお尋ねのあり

ましたトラック物流燃費向上支援事業の事業

スキームでございますが、まず、県内に事業

所を有する運送事業者、これは軽貨物も含む

ところでございますけれども、約1,000社を

対象にすることを想定してございます。 

 １台当たりの補助額としましては、１台当

たり５万円を上限とすることで考えてござい

まして、１事業者の上限は、これはトラック

の保有台数によって変わってくるということ

を想定しているんですけれども、10万から20

万ぐらいの幅を持たせて補助をしたいという

ふうに考えてございます。 

 また、先ほど、燃費効果についてお尋ねだ

ったと思うんですけれども、一般市街地走行

で、これはトラック協会の聞き取りでござい

ますけれども、約４％、高速道路走行で約11

％の燃費改善効果が見られるということでご

ざいました。 

 あと、タイヤの寿命でございますけれど

も、これは、普通のタイヤと比べまして、走

行距離がプラス１万から２万キロぐらいエコ

タイヤのほうが延びるというふうに伺ってい
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るところでございます。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 普通のタイヤよりやっぱり高

いんですかね。 

 

○大村商工政策課長 普通のタイヤより――

すみません、価格がタイヤのメーカーとかに

よってもちょっと差が出てくるので、一概に

は言えないんですけれども、やはり一般のタ

イヤよりも高めには出てございますので、そ

の分を補助して、啓発というか、そちらの方

向に向かっていくような施策を展開していく

ということでございます。 

 

○鎌田聡委員 少しでもやっぱり支出を抑え

るということで効果があるのならばいいと思

いますけれども、一方で、ちょっと見てみた

ら、やっぱりエコタイヤは、ブレーキの効き

が普通のタイヤよりよくないとか、雨の日が

ちょっと滑りやすいとか、そういったところ

もデメリットとして出されてますので、そう

いった安全性の部分も、それはもう十分御存

じだと思いますけれども、そういったことも

勘案の上、周知とか、その辺の安全対策、そ

ういったところもしっかりと併せて行ってい

ただくようによろしくお願いしたいと思いま

す。 

 

○西山宗孝委員長 ほかにありませんか。 

 

○吉永和世委員 33ページ、商工政策課です

か。 

新規事業での台湾経済交流促進事業でござ

いますが、ＴＳＭＣの進出によって、本県と

の関係というのが深く大きくなってきている

状況でございますが、そういう中で、ＴＳＭ

Ｃの進出波及効果として、ぜひこの事業を積

極的にやってほしいなという、そういう思い

があるんですけれども、これは、具体的にど

ういった流れで、この団体に対する支援とい

うか、何かそういった形になると思うんです

けれども、どういった流れで進んでいくの

か、ちょっとそこを教えていただければと思

います。 

 

○大村商工政策課長 ただいま御質問をいた

だきました商工団体台湾経済交流促進事業で

ございますけれども、もともと経済対策で、

令和５年、令和６年と引き続きやっている事

業でございまして、主に、やはり委員おっし

ゃられましたように、ＴＳＭＣの進出の波及

効果を県内全域に広めていくというのを目的

にやっている事業でございますが、主にどう

いうことをやってきたかというのは、例え

ば、これまでは、台湾のバイヤーを招いた県

内企業を対象とした商談会を実施したりと

か、現地のテストマーケティングをやったり

とか、あとは台湾の大学生のインターンシッ

プをやったりとか、これは商工団体がやって

いる取組でございますけれども、こういう団

体の必要性も県としても有用性を認めて、こ

れに対しての補助を行っているところでござ

います。 

 今回の補正につきましては、これまで２か

年間やってきた取組で様々な課題等も出てき

ておりますので、その課題をさらに改善し

て、よりよき事業にしていくために、事業を

やっていくものに対して補助をしたいという

ふうに考えているところでございます。 

 

○吉永和世委員 それはもっと積極的に取り

組んでいただいて、成果をしっかり出してい

ただくということが一番大事かなと思うの

で、頑張っていただきたいなと思います。よ

ろしくお願いします。 

 

○大村商工政策課長 おっしゃられるよう

に、成果は大事だと思っておりますので、そ

こは、商工団体とも実績等を確認しながら、
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意見交換をしながら、よりよき制度になるよ

うに県からも助言をしていきたいというふう

に考えてございます。 

 

○西山宗孝委員長 ほかにありませんか。 

 

○立山大二朗委員 では、32ページで商業総

務費の商業指導費「くまもと産業復興エキス

ポ」の開催経費、所要見込額の減ということ

で、出展料収入の増によるもので、大変すば

らしい成果によるものだと思います。 

 実際、先日無事開催されて、ビジネスマッ

チングの機会としても大変すばらしいものが

あると思うんですが、一方で、結構、県内市

町村とかの出展ブースが少ないなと思うとこ

ろがすごく残念で、本来であれば、いろんな

企業であるとか、それこそ台湾側とかでもマ

ッチする非常にいい機会なんですけれども、

やっぱり意欲のある市町村と差が出てきてい

るところは否めないんですが、何ていうか、

もうちょっと県のほうからも各市町村に対し

ての働きかけであったり、また、もう一方

で、これだけ収入が増えるということは、次

年度分の予約とかも、どんどんどんどんもう

既に開催中に埋まっていっているような状況

だと思うんですけれども、市町村がブースを

出すのも、なかなか、出展料のところもあっ

てハードルかもしれませんので、ある程度、

県のほうで、いろんな市町村が合同ブースを

出せるようなところの提供とか、そういった

面でもお考えいただければと思うんですが、

そこの見解を伺いたいと思います。 

 

○大村商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 エキスポの開催につきましては、委員から

御指摘のあった市町村ブースの出展につきま

しては、主に、そのエキスポの性質上、やは

りその民間企業を主体的にこちらのほうは募

集をかけたというところもありまして、会場

の制約とかもありまして、どうしても市町村

からの出展が少なくなってしまったというと

ころはございます。 

 中には、合同で出した、例えば、人吉、球

磨などは、観光地域づくり協議会が合同で出

展ブースを出したりとかをしておりましたの

で、主に、くまもと産業復興エキスポという

のは、復興とついていますように、どちらか

というと、災害からの復興、７月豪雨からの

復興もございましたので、県南を中心に、こ

ちらのほうもちょっとお声がけをさせてもら

ったというところはございます。 

 また、来年からの取組でございますけれど

も、エキスポの性質上、通常であれば、こう

いうのは民間のイベンターが主催してやるこ

とが一般的でございますので、来年の在り方

については、継続してほしいという声が多く

あるというのも承知しているところでありま

すけれども、民間の開催とかも含めて、ちょ

っと今後検討していきたいというふうに現時

点では考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○立山大二朗委員 分かりました。どうもあ

りがとうございます。 

 

○西山宗孝委員長 今の件で、私のほうから

一言。 

 今、えらい盛り上がったという話は聞いて

おりますし、広げていく、復興ということの

冠がありましたけれども、これから先は、そ

れ以上のことになっていくと思うんですが、

各自治体にもやっぱり啓発して、地域の企業

の方々も、出れば非常に何かよかったという

話も聞きますので、そういった面でもよろし

くお願いしておきたいと思います。 

 

○大村商工政策課長 今いただいた意見も踏

まえて、来年度の在り方は、今からちょっと

検討していくところはございますけれども、
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しっかりそういうのも――民間がするにして

も、今みたいな意見をつなぎながら検討を重

ねていきたいというふうに考えてございま

す。 

 

○西山宗孝委員長 ほかにありませんか。 

   (｢なし」と呼ぶ者あり) 

○西山宗孝委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号、第２号、第12号及び

第16号から第18号までについて、一括して採

決をしたいと思いますが、御異議ありません

か。 

   (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○西山宗孝委員長 御異議なしと認め、一括

して採決をいたします。 

 議案第１号外５件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

   (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○西山宗孝委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外５件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、その他に入りますが、本定例会にお

いては、３月に後議分の委員会もありますの

で、本日は急を要する案件についてのみ質疑

をお願いします。何かありますでしょうか。 

   (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○西山宗孝委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、要望書が４件提出されております

ので、参考としてお手元に配付しておりま

す。 

 それでは、これをもちまして第５回経済環

境常任委員会を閉会いたします。 

  午前11時34分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  経済環境常任委員会委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


